
関東ブロックにおける社会資本整備重点計画（原案）に対する
パブリックコメント・市町村からの御意見及びそれに対する考え方

　市区町村意見提出総数 ８６件（２６市町村） 平成28年2月26日～3月１4日

計画（原案）に対する御意見 御意見に対する考え方

第１章

※パブリックコメント意見提出総数 １１９件（３名・３団体） 平成28年2月26日～3月１4日

該当箇所

○国土交通省に一昨年「２０２０年東京大会準部
本部」が設置され、大会準備に向けた取組が進
められており、一連の取組の中核を担うのは関
東地方整備局である。従って、本計画は２０２０
年度までを計画期間としていることから、第１章
において「２０２０年東京オリンピック・パラリン
ピック等に向けた対応」を一項目立てて記載す
べきである。また、重点目標にも追加すべきであ
る。
【修正ページ】－

○御意見を踏まえて、Ｐ７　２．関東ブロックにおける近年の状況変化（６）に追記させ
ていただきます。

（６）東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた対応
本計画の最終年次である２０２０年には東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大
会の開催が予定されている。同大会を成功させるとともに、それを一つの通過点と捉
え、同大会を契機に特に強まると考えられる世界との結びつきをバネとして、人口減
少や災害等様々な課題に対応した社会資本整備を推進していく必要がある。

関東ブロックの現
状と主要課題

○労働力人口の減少を上回る生産性を向上さ
せることで、持続的な経済成長の実現を可能と
するべく、国土交通省に本年３月「生産性革命本
部」が設置された。国土交通省は本年を「生産性
革命元年」と位置付け、総力を挙げて「生産性革
命」に取り組んでいくことから、第１章において
「関東ブロックにおける社会資本整備事業を通じ
た生産性革命」を一項目立てて記載すべきであ
る。
【修正ページ】－

○御意見いただきました生産性の向上については、Ｐ１３　５）②に記載されていること
から、原案のとおりとさせていただきます。

○第１章　１．（２）
・全国規模で首都圏への人口流入による一極集
中が続いていることに加え、東京圏への転入者
の３分の１は東京圏以外の広域首都圏であるこ
とから、首都圏内でも一極集中が生じていること
を盛り込むべきである。
【修正ページ】１

○御意見いただきました一極集中については、P１　２２～２６行目及びP７(５)に記載
されていることから、原案のとおりとさせていただきます。

○第１章　１．（３）
・ 東京圏の人口および域内総生産（ＧＲＰ）は、
世界の四大都市圏の中で最も大きい点を盛り込
むべきである。
【修正ページ】１～２

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

Ｐ１　３４行目
約４割を占める（平成２３年度；平成１７年基準）とともに、世界の四大都市圏の中で最
も大きい額となっている。

○第１章　１．（３）
・ 「世界の都市総合力ランキング」で東京（２３
区）は、８年連続となる４位であったが、５位のシ
ンガポールとの差は年々縮小していることに加
え、ソウルや香港、上海、北京も順位を上げてい
る。また、オリンピック・パラリンピックを契機に力
を付けたロンドンとの差が年々拡大しているな
ど、東京が国際競争力を強化していく必要性を
裏付ける結果となった。
・ このように、アジア主要都市が急速に成長して
いることから、近年、東京の国際競争力は相対
的に低下している。グローバル化の一層の進展
に伴い、首都圏のさらなる発展には、世界の中
における位置付けをしっかりと認識して施策を展
開することが重要であることから、「首都圏広域
地方計画」と同様に、「世界都市東京を擁する首
都圏」を一項目立てて記載すべきである。
そうすることで、東京の国際競争力が相対的に
低下していることに対する危機感と、東京が国際
競争力を強化していく必要性を強調すべきであ
る。
【修正ページ】１～２

○上位計画である「首都圏広域地方計画」のＰ９に記載済みであることから、原案の
とおりとさせていただきます。

○第１章　１．（３）
・ また、都心の競争力について、東京は世界の
主要８都市のうち、都心１０㎞圏で１位、５km圏
で２位に位置付けられていることから、都心以外
の各地域の国際競争力をさらに強化していく必
要がある。
【修正ページ】１～２

○上位計画である「首都圏広域地方計画」のＰ９に記載済みであることから、原案の
とおりとさせていただきます。

○第１章　１．（３）
・ 首都圏は、国内の特許登録件数に占めるシェ
アが６０％超で推移しており、学術研究機関の高
い集積もある。また、首都圏では交通アクセスの
利便性向上等の要因から、工場立地のシェアに
おいても近年概ね増加傾向にある。こうしたこと
から、「首都圏白書」や「首都圏広域地方計画」
においても明確に位置付けられているように、
「首都圏における技術力の高さ」を盛り込むこと
が望ましい。
【修正ページ】１～２

○上位計画である「首都圏広域地方計画」のＰ８に記載済みであることから、原案の
とおりとさせていただきます。
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○第１章　１．（４）
・ 首都圏には文化資源のみならず、多様で多彩
な自然がコンパクトに凝縮されており、かつ、世
界にも引けを取らない豊富な観光資源を有して
いることを盛り込むべきである。
・ 昨年の訪日外国人観光客数が１，９７４万人、
旅行消費額は約３兆５千億円と過去最高を記録
し、今後もさらに増加していくことが予想されてい
る中で、首都圏空港の機能強化や地方空港のさ
らなる利活用、交通ネットワークの強化等を通じ
て、首都圏の多様な観光資源を十分に活かした
広域観光を促進していくことも重要である。
【修正ページ】１～２

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

Ｐ２　２２行目
関東ブロックには 多数の豊富な観光資源としての芸術・文化施設が集積しており、美
術館数で見ると、全国の約４割を占める230件が立地している。

○第１章　２．（１）
・首都直下地震や水害等の対策に、国や地方公
共団体、民間が連携して取り組んでいくことが肝
要である。
・ 世界の大都市の自然災害リスク指数でも、東
京・横浜圏が圧倒的なワースト１位であることか
ら、首都圏は国際的に見ても災害リスクが非常
に高く、東京圏への一極集中が、防災面でのリ
スクを高めていることは明らかである旨を盛り込
むべきである。
【修正ページ】３～４

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

Ｐ３　３５行目
また、これとは別に、活断層によってＭ6.8以上の地震が30年以内に発生する確率
は、関東ブロック全域では50～60％と評価されているなど、関東ブロックは巨大地震
がいつ起こってもおかしくない状況に置かれて いる。おり、災害リスクが非常に高く、
東京圏への一極集中が防災面でのリスクを高めている。

○第１章　２．（１）
・ また、台風による大雨・暴風など激しい気象災
害が起きている中で大規模な地震が発生する
ケースなど、複合型災害の可能性を考慮した対
策も推進していく必要がある。
【修正ページ】３～４

○御意見いただきました複合型災害については、Ｐ４　３１行目に記載されていること
から、原案のとおりとさせていただだきます。

○第１章　２．（２）
・ 過去の公共投資の急激な増減が、老朽化対
策を含む真に必要な社会資本整備の計画的な
実施や、担い手である建設業における安定的な
経営環境、人材の離職など様々な弊害をもたら
してきたことを盛り込むべきである。
【修正ページ】４～５

○御意見いただきました内容は、Ｐ４（２）加速するインフラ老朽化に記載されているこ
とから、原案のとおりとさせていただだきます。

○第１章　２．（２）
・ また、建設投資の減少に伴い、建設業就業者
数はピーク時（１９９７年）の約７割に減少し、高
齢化も進展している。現場を支える担い手・技能
人材を確保し、次代へ確実に技能を継承していく
ためにも、女性を含む若年層の建設業への入職
を促進していくことが不可欠である。従って、「現
場の担い手・技能人材の不足」など、一項目を立
てて記載すべきである。
【修正ページ】４～５

○御意見いただきました内容は、Ｐ１２　５）担い手の確保・育成に記載されていること
から、原案のとおりとさせていただだきます。

○第１章　２．（２）
・ ２０１２年１２月に中央自動車道笹子トンネルで
天井板落下事故が発生した。この事故は、道路
構造物が通常の供用状態で落下し死亡者・負傷
者が生じるという、わが国において例を見ない重
大な事故であった。この事故を一つの契機とし
て、インフラの老朽化問題に対する認知度や、老
朽化が進行する中でインフラの今後について不
安に思う割合が高まっていることから、「インフラ
老朽化に対する国民不安の高まり」を加えるべ
きである。
【修正ページ】４～５

○御意見いただきました内容は、Ｐ４　３９行目に老朽化対策の重要な転換点として
記載されていることから、原案のとおりとさせていただだきます。

○第１章　２．（２）
・ 下水道の全て、長さ２メートル以上の橋梁の９
割、道路舗装の９割、道路トンネルの７割など、
地方公共団体が管理するインフラの割合は非常
に高い。
・ しかし、維持管理を取り纏める部署・組織が確
立されている地方公共団体は１割強であり、イン
フラの状況を取り纏めた台帳を更新できている
割合も半数程度にとどまり、さらに、老朽化の把
握状況も簡易な方法に拠っているのが現状であ
る。
・ 地方公共団体、特に市町村では老朽化対策
に、人員面、技術面、財政面で課題を抱えてい
ることから、市町村の体制強化、国や都道府県
による様々な支援が不可欠である。具体的に
は、地方公共団体における社会資本メンテナン
ス専門部署の創設支援、技術者の育成・確保支
援、効率的なメンテナンス手法を共有する仕組
みの確立等が考えられる。
【修正ページ】４～５

○御意見いただきました内容は、Ｐ５　９～１１行目に記載されていることから、原案の
とおりとさせていただだきます。
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○第１章　２．（３）
・ アジア主要都市が急速に成長し世界の都市間
競争が激化していることに加えて、ビジネスコス
トの高さや規制・許認可制度の厳しさ、外国人の
受入環境の不十分さ、国際交通・物流ネットワー
クや空港までのアクセス等の理由で、東京の国
際競争力は相対的に低下している。従って、そ
れらの課題を解決し、東京の国際競争力を強化
することが喫緊の課題である旨を強調すべきで
ある。
・ 併せて、東京圏の国家戦略特区による規制・
制度改革を十分に活用し、ハード面を含め「世界
で一番ビジネスのしやすい環境」を整備すること
により、世界から資金・人材・企業等を集める国
際的ビジネス拠点を形成していくことが重要であ
る旨を盛り込むべきである。
【修正ページ】５～６

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

Ｐ６　１２行目
～重要であり、国際競争力を強化していく必要がある。
そのチャンスをとらえるためには、関東ブロックが先頭に立ち、積極的にアジア諸国と
のヒト、モノ等の移動を促し、アジア地域における経済の活性化を促進させ、その活
力を日本国内に取り込むことが重要であ る。り、国際競争力を強化していく必要があ
る。

○第１章　２．（３）
・ 「首都圏広域地方計画」において記載されてい
る下記の項目について、盛り込むことが望まし
い。
◆アドバンテージがある分野に対する資源の集
中
ライフサイエンス、ロボット、航空宇宙、環境等の
先端分野では、日本はアジア諸国に対して比較
優位を保持している。得意分野に資源を集中す
ることによって、質の面による国際的な存在感の
向上を図っていくことが重要。
◆いずれアジア諸国も直面する課題への対応
日本は他の国に先駆けて超高齢化が進展し、ま
た、巨大災害のリスクにも直面している。これら
の課題解決力を磨けば、アジア諸国に対して比
較優位を保てる可能性がある。
【修正ページ】５～６

○上位計画である「首都圏広域地方計画」のＰ８及びＰ３２に記載済みであることか
ら、原案のとおりとさせていただきます。

○第１章　２．（４）
・ 東京都の人口は、将来における政策の効果を
加味しない前提では、２０２０年の１，３３６万人を
ピークに減少に転じ、２０６０年には１，０３６万人
と、２０１０年の１，３１６万人と比べて２８０万人、
約２割減少すると見込まれている。
・ また、現状においても介護施設等が不足して
いる中で、東京都では高齢化が一層進行し、高
齢化率は２０１０年の２０．４％から２０６０年には
３９．２％に上昇する見込みであるなど、全国に
比べ、高齢人口が急激に増加し、高齢世帯も増
加していくと予想されている。
・ その背景には、東京の出生率の低さがあり、２
０１４年のわが国の合計特殊出生率が１．４２で
あるのに対して、東京都は１．１５と全都道府県
で最も低い状況である。これには、未婚化・晩婚
化・初産年齢の上昇など様々な要因が考えられ
るが、とりわけ、未婚率が全国よりも高い傾向に
あることが影響している。従って、若者の結婚を
バックアップする施策と、東京都における出生率
の向上に資する施策をともに推進していかなけ
ればならない。
【修正ページ】６～７

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第１章　２．（４）
・ 一方で、広域首都圏における合計特殊出生率
は１．３１であるが、東京圏以外の８県はいずれ
も全国平均を上回っており、加えて２０２５年以降
は高齢人口が東京圏以外の８県で減少すること
から、少子化、高齢化ともに東京圏と東京圏以
外の８県で二重構造となっている。
・ 人口減少、少子化、高齢化はわが国の根幹を
揺るがしかねない重要な問題であることから、
「対流型首都圏」を構築することにより、これらの
問題を東京圏だけでなく広域首都圏全体で克服
していくことを明記すべきである。
【修正ページ】６～７

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正いたします。

Ｐ７　１５行目
さらに、今後東京圏で加速度的に増加することが見込まれている高齢化への対応と
ともに、障害者の社会参画の重要性が高まっており、高齢者、障害者等の自立と社
会参加による健全で活力ある社会の実現とともに、若い世代が安心して子育てがで
きる環境整備 が求められている。を関東ブロック全域で取り組むことが求められてい
る。

○第１章　２．（４）
・ また、三世代同居・近居がしやすい環境づくり
や、用地確保が困難な都市部においては、老朽
マンション・団地・ニュータウンの更新に併せて計
画的に保育施設、高齢者支援施設の設置を進
めるなど、本計画において人口減少、少子化、
高齢化社会に合わせた住宅政策、まちづくりを
加速していく必要性を強調すべきである。
【修正ページ】６～７

○御意見いただきました内容は、Ｐ７　１４～１５行目の環境整備に含まれていること
から、原案のとおりとさせていただきます。
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○第１章　２．（５）
・ かつては東京一極集中是正の手法として、東
京圏の成長を抑え込み、その溢れた部分を東京
圏以外のエリアに誘導していく工業等制限法を
はじめとした方策が取られてきた。
・ しかし、人口減少により、東京圏においても開
発圧力が低下し空間的な余裕が生み出されてく
ることに加えて、コンパクトシティ化を推進してい
く必要もある。
・ 国土形成計画（全国計画）にも記載の通り、東
京は「グローバルに羽ばたく国土」を形成する上
で重要な役割を担っており、今後とも、日本経済
の「牽引役」として大きな役割を果たしていかな
ければならない。
・ 従って、かつての工業等制限法のような、東京
圏の成長を抑え込む政策は取るべきではない。
【修正ページ】７

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第１章　２．（５）
・ 「地方創生」と「東京のさらなる発展」は「車の
両輪」であるとの認識に立って、東京と他の地域
がそれぞれの持つ魅力を高め、共に栄え成長し
ていくことが重要である旨を強調すべきである。
・ 東京を中心とした放射方向の交通ネットワーク
のみならず、様々な方向に人やモノが行き交う
「面的な交流」に転換できれば、東京に集中する
諸機能が適切な形で首都圏全域に分散すること
ができる。従って、「面的な対流創出のための交
通ネットワークの整備と活用」の必要性をより強
調すべきである。
【修正ページ】７

○御意見を踏まえ、下記のとおり追記させていただきます。

Ｐ７　３１行目
また、東京圏と東京圏以外の関東ブロックにおいてそれぞれの持つ魅力を高め、共に
栄え成長していくことで、面的な対流創出を図ることが重要である。

○第１章　２．（５）
・ 上記を実現する最も重要な社会資本の一つ
は、首都圏三環状道路である。
・ 首都高速中央環状線が昨年３月に全線開通
し、渋滞緩和効果をはじめ高いストック効果が発
現している。また今年度、圏央道は開通した区
間がさらに増えて整備率が約８割となり、常磐道
と東関東道、および、東名高速から東北道がそ
れぞれつながったことで、観光振興や企業立地
など多岐にわたるストック効果が発現している。
その一方、東京外かく環状道路（外環道）は整備
率が約４割にとどまっている。
・ 面的な対流の創出には首都圏三環状道路の
早期整備が不可欠である。しかし、現在の整備
率は７４％にとどまることから、首都圏が抱える
課題として、首都圏三環状道路の早期整備の必
要性をより強調すべきである。
【修正ページ】７

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第１章　２．（５）
・ 加えて、４月から外側の環状道路の利用が料
金の面において不利にならないよう、経路によら
ず、起終点間の最短距離を基本に料金を決定す
ることなどを軸とした圏域共通の新しい料金体系
が導入される予定である。
・ 従って、ストック効果の最大化に向けて、導入
後の激変緩和措置を含め、首都圏の高速道路
料金の変更点を利用者へ広く周知していく必要
がある旨を盛り込むべきである。
【修正ページ】７

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第１章　２．（５）
・ 今後も都心部では人口が増加する一方で、郊
外部では人口が減少していくと思われる。従っ
て、首都圏全体の発展に向け、「魅力ある郊外
の再生」を位置付けるべきである。その際、
ニュータウンの再生が重要な要素となる。
【修正ページ】７

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第１章　２．（５）
「一極集中は…東京圏にとっては過密・渋滞・混
雑問題を発生させ」とあるが、「一極集中により
発生した過密・渋滞・混雑問題といった弊害は克
服されつつある」との趣旨に修正頂きたい。
【修正ページ】７

○御意見いただきました内容については、現状の課題を記載したものではありません
ので、原案のとおりとさせていただきます。
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第２章 ○２．（５）１）～５）ほか、災害対策を含め、本計
画を絵に描いた餅にしないよう、示された施策を
短期間に効率的に推進するには、自己の権利を
主張するよりも有利（一体的な街づくりに参加し
ないと不利）と感じられるような、例えば、駅周辺
の一定の区域でその全体の利益を主目的とした
権利の共同化（土地等の共同利用化）への整備
費＋ランニングコストの補助や減税等の優遇措
置の創設が不可欠と考える。
税制も含めた土地利用に関する制度改革が期
待される。
【修正ページ】１１～１３

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

関東ブロックが目
指すべき将来の姿
と社会資本整備の
基本戦略

○交通管理者に対し、人を中心とした道路づくり
の考え方を促すような取組み・または表現を取り
入れてほしい。
【修正ページ】１１～１２

○本計画は、社会資本整備の課題や目標・取組を記載するものであり、個別機関へ
の要望を記載するものではないため、原案のとおりとさせていただきます。

○「・・・戦略的な整備・活用が必要である・・・」の
後ろに「合わせて首都圏におけるバランスの取
れた区域構造を発展させ、また「医職住」の近接
化に寄与するため、首都圏近郊地域における地
域の核である業務核都市の高次都市機能の維
持等が重要である。
【修正ページ】９

○当該段落にある「医療・介護・福祉、商業等の地域生活に必要なサービスを支える
生活インフラの機能性を高める戦略的な整備・活用が必要である。」は、業務核都市
に限定した記載でないため、原案のとおりとさせていただきます。

○ 「・・・強化するために必要となる・・・」の後ろ
に「の形成に寄与する道路・鉄軌道ネットワーク
の構築・強化等」を追記
【修正ページ】１１

○当該段落にある「交通ネットワーク」は、御意見の道路・鉄軌道を含んだ交通ネット
ワークであるため、原案のとおりとさせていただきます。

○都市公園や緑地における、暴風雨等による急
傾斜地の崩壊や倒木への対策について位置付
けていただきたい。
【修正ページ】９～１０

○本項目には、個別施設に対する災害を記載しておりませんので、原案のとおりとさ
せていただきます。
Ｐ１０・１８行目
「～首都直下地震、巨大津波、火山の噴火等の大規模自然災害等に備え、ハード対
策とソフト対策の両面を効果的に組み合わせ、重点化を図りながら防災・減災対策を
率先して進め、基礎的防災力の強化を図る。」の内容に御意見の趣旨が含まれてい
ることをご理解願います。

○鎌倉の歴史的風土保存、首都圏の近郊緑地
保全の視点を重点施策や主要取組に位置付け
ていただきたい。
また、基礎自治体レベルで取り組んでいる緑地
保全も含め、市民、ひいては国民が緑の効用を
享受できるよう、都市において確保された緑地が
持つ多様な公益的機能の具現化を推進する施
策を位置付けていただきたい。
【修正ページ】１２

○御意見いただきました「歴史的風土保存、首都圏近郊の緑地保全の視点」につい
ては、景観法や歴史まちづくり法を活用した取組に「等」を追記することで修正させて
いただきます。

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会の開催も見据え、景観法や歴史まち
づくり法等を活用した取組や、無電柱化等による良好な景観の形成を一層推進する。

○第２章　１．
・ 「関東ブロックの将来像」は、多くの主体が本
計画の理念を共有し、関東ブロックにおける社会
資本整備事業への参画と協力を促すための重
要な要素である。
・ 従って、「関東ブロックの将来像」は、多くの主
体がイメージを共有できるよう、世界の中および
日本の中の関東ブロックの位置付け、人口動態
の変化、科学技術の発展、文化や価値観の変
化、食料・水・エネルギー環境問題等を考慮の
上、本計画の目標年次である２０２０年度、「首都
圏広域地方計画」の目標年次である２０２５年
頃、さらには同広域地方計画が見据えている２０
５０年頃の関東ブロックの将来像をより具体的に
示していくことが望ましい。
【修正ページ】８

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（１）①
・ 高度経済成長期以降に整備された社会資本
は急速に老朽化しており、今後２０年間で、建設
後５０年以上を経過する施設の割合が加速度的
に高くなっていく。それに伴い、維持管理・更新
費は、現在の技術や仕組みを前提とした場合、
２０年後には現在の約１．２～１．５倍に増えると
試算されている。
・ 個々の社会資本が安全・安心に利用され、か
つストック効果を最大限に発揮し続けるために
は、予防保全型維持管理の導入など、メンテナ
ンスサイクルを構築し着実に実行することや、メ
ンテナンス産業の育成、新技術の開発や規制緩
和等により、トータルコストの縮減と平準化を両
立させることが不可欠である。
・ 社会資本整備の着実な実施に加え、担い手と
なる現場の技能人材の確保・育成の観点から
も、社会資本整備事業は中長期の見通しを持っ
て計画的に実施していくべきである。
【修正ページ】８

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）①
・ 将来的にメンテナンスコストが増大することに
より財政の逼迫を招き、必要な社会資本整備の
実施が困難となるような事態に陥らないよう、メ
ンテナンスコストを中長期的に縮減・平準化する
とともに、新設・高度化に必要な社会資本整備の
投資余力を確保しなければならない。
【修正ページ】８

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）①
・ トンネルや橋梁等の社会資本のメンテナンス・
維持管理には、「目視」による点検が求められて
いる場合がある。労働力不足が懸念されている
中で、社会資本の効率的・効果的なメンテナン
ス・維持管理に向け、ロボットやセンサー、ドロー
ン等の新技術・新手法の開発・導入を推進する
ための規制緩和の必要性を加えるべきである。
【修正ページ】８

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。
　 なお、Ｐ１３　２９～３１行目に関連する内容を記載しております。

○第２章　２．（１）①
・ わが国に遅れてインフラ老朽化や高齢化社会
が到来するアジアの開発途上国等に対して、世
界最先端のメンテナンス技術を構築し、新規整
備から維持管理・更新までが一体となったインフ
ラシステムや、高齢者等にも優しい次世代交通
システム、バリアフリーに配慮したまちづくりに係
るノウハウ等、わが国が有する技術・ノウハウの
国際展開を目指していくべきである。
【修正ページ】８

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）②
・ 社会資本を使う主体は民間であるため、民間
が社会資本を「賢く使う」取組が重要であるが、
まずは、社会資本整備の意義やストック効果と
は何かを広く周知していく必要がある。
・ 国土交通省の情報発信力をより高めて、「賢く
使う」取組を具体的かつ分かりやすく説明するこ
とで、国民の理解を促進していくことが肝要であ
る。
・ また、今後の社会資本整備事業においては、
ストック効果の高い事業に重点投資していくこと
と、既存ストックを「賢く使う」取組を徹底すること
が重要である。
・ 上記の考えに基づいて、羽田空港の飛行経路
の見直し等による首都圏空港の機能強化と容量
拡大、さらなる国際化や、地方空港の活性化、
首都圏三環状道路や港湾へのアクセス道路等
の整備を通じた効率的な物流ネットワークの強
化、中央道小仏トンネル等ピンポイント対策を含
む首都圏の高速道路における渋滞対策、連続
立体交差事業の推進、京浜港の機能強化は、ス
トック効果が高く首都圏の生産性向上に寄与す
ることから、鋭意推進すべきである。
【修正ページ】８

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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〇第２章　２．（１）③　１）
・ 首都直下地震や大規模水害等の災害リスクに
対して、ハード・ソフトの対策を講じることで、被
害を最小限に抑えることが重要であることは言う
までもない。
・ 首都圏外郭放水路をはじめとした安全・安心
に寄与するインフラは、防災リスクの低減に大い
に寄与することから、その効果を広く周知してい
くことが重要である。
・ また、首都直下地震等の巨大災害が発災した
場合、本格的な復興には長時間を要することか
ら、事前に復興プロセスを検討の上、計画を策
定し、様々な主体に分かりやすく伝えていくこと
が肝要である。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　２）
・ 各地域が交通や通信等のネットワークでつな
がることで、各種の都市機能に応じた圏域人口
を確保していくとともに、高次の都市機能につい
ては地域間で分担・連携していく「コンパクト＋
ネットワーク」の考えに沿った国土づくり、まちづ
くりを、首都圏においても推進していく必要があ
る。
・ とりわけ首都圏においては、この「コンパクト＋
ネットワーク」の考えに基づいて、世界的に見て
も大変発達している鉄道などの公共交通を軸と
したまちづくりである「鉄道沿線まちづくり」を具
体的に進めていくことが求められる。
・ 「立地適正化計画」は、「コンパクト＋ネット
ワーク」の考えに沿った国土づくり、まちづくりの
推進に資する重要な施策であるため、首都圏内
の市町村に策定を促すとともに、計画を作成す
る市町村数を本計画の重点施策に位置付けて
数値指標に盛り込むことが望ましい。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
「人手不足」が顕在化し、今後ますます深刻化す
ることが予測されている中で、今後の社会資本
整備事業は、地域特性を考慮した上で、民間投
資の誘発、物流・人流の効率化・円滑化、民間
がインフラを「賢く使う」ための取組など、個々の
インフラのストック効果を最大限に発揮させるこ
とで、首都圏全体の生産性の向上に寄与してい
くことが重要である。
・ 上記の考えに基づいて、羽田空港の飛行経路
の見直し等による首都圏空港の機能強化と容量
拡大、さらなる国際化や、地方空港の活性化、
首都圏三環状道路や港湾へのアクセス道路等
の整備を通じた効率的な物流ネットワークの強
化、中央道小仏トンネル等ピンポイント対策を含
む首都圏の高速道路における渋滞対策、連続
立体交差事業の推進、京浜港の機能強化は、ス
トック効果が高く首都圏の生産性向上に寄与す
ることから、鋭意推進すべきである。

【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（１）③　３）
・ 首都圏三環状道路、中でも外環道（関越道～
東名高速）は多岐にわたる整備効果が期待され
ており、都内経済界としても、２０２０年までに確
実に開通できるよう、着実な整備を強く望んでい
るところである。
・ 一方、外環道の東名高速以南（東名高速～湾
岸道路）は、未だルートが確定していない予定路
線となっているが、同区間が開通すれば、関越
道・中央道・東名高速と羽田空港や京浜港との
ネットワークが確立され、東京の国際競争力強
化に大いに寄与する大変重要な路線である。先
月、東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路
間）計画検討協議会が設立され計画の具体化に
向けた検討が始まったが、同路線について早期
に計画を具体化し、事業化を着実に推進していく
べきである。なお、事業化した際には、まず、東
名高速から第三京浜までの区間（約４ｋｍ）につ
いて早期に整備することが望ましい。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ 首都圏三環状道路の整備は出来るだけ早期
に完了すべきである。なお、三環状道路の中で
供用時期が明確になっていない箇所について
は、時期を明示する必要がある。民間企業は社
会資本の供用時期の明示をもとに、物流拠点、
生産拠点、商業施設等の投資計画を策定するこ
とから、ストック効果の最大化、沿線の地域活性
化に資するためにも、早期かつタイムリーに明示
されることを望む。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ 京浜港（東京・横浜・川崎の三港）は、わが国
の国際物流を支え、関東ブロック約４，６００万人
の生活と産業を支える極めて重要な拠点だが、
規模や機能、コストの面でシンガポールや釜山
などアジア主要港の急速な台頭により、相対的
に地位が低下している。
・ それに伴う基幹航路の減少が、輸送時間や物
流コストの増大につながることから、わが国経済
への影響が懸念されている。特に東京港は、世
界同時不況後も外貿コンテナ取扱量が増大して
いるが、現在の東京港のコンテナ取扱量と施設
能力との差が大きくなり、交通混雑等の外部不
経済が発生する要因となっているため、施設能
力の向上等の抜本的な対策が不可欠な状況に
ある。
・ 従って、船舶の大型化に対応するためのコン
テナターミナルの整備促進が求められる他、東
京港の中央防波堤外側の新規埠頭の整備や、
臨港道路南北線など道路ネットワークの強化、
周辺道路の渋滞対策を着実に進める必要があ
る。同時に、京浜三港の連携による利用コストの
低減や利便性・サービスの向上を一層推進する
ことも不可欠である。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（１）③　３）
・ 羽田空港は、都心に近く２４時間利用できる空
港であり、わが国の将来を左右する重要なイン
フラであるため、その機能を十分に発揮させてい
くことが必要である。一方、首都圏空港における
国際線需要は２０１２年度からの１０年間で約６
～８割増加する見込みで、概ね２０２０年代前半
には約７５万回の容量の限界に達する見通しと
なっている。
・ 従って、羽田空港の機能強化に向けて、２０２
０年東京オリンピック・パラリンピックの開催まで
に実現し得る方策として提案されている滑走路
処理能力の再検証、特定時間帯の活用、飛行
経路の見直し、駐機場やターミナルビル等の地
上施設の整備等について、地元住民や環境、港
湾機能等に十分に配慮をした上で着実に実現
し、拡大した発着枠を使ってさらなる国際化を推
進していくべきである。
・ 加えて、２０２０年東京オリンピック・パラリン
ピックの開催以降の方策として提案されている
滑走路の増設についても鋭意、検討を進めてい
く必要がある。
・ また、成田空港の機能強化に向けて提案され
ている方策についても、関係する地方公共団体
等との議論を深めて着実に推進していくべきで
ある。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
これら一連の方策を通じて、本計画や第４次社
会資本整備重点計画で重点施策に位置付けら
れている通り、２０２０年までの羽田・成田両空港
の年間合計発着枠約８万回の拡大や、「交通政
策基本計画」で掲げられている首都圏空港の国
際線就航都市数（旅客便）をアジア主要空港並
みにすることを着実に実現すべきである。また、
さらなる国際化により利用者に不便が生じない
よう、出入国管理、税関および検疫体制を確保
していくことも重要である。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ なお、東京が国際競争力を強化するために
は、鉄道路線の整備やバスの運行充実等による
首都圏空港（特に羽田空港）と都心間のアクセス
改善による移動利便性の向上が不可欠である。
・ 加えて、羽田空港跡地に宿泊施設（エアポート
ホテル）や観光関連、国際交流関連等の複合業
務施設を導入する計画が進められているが、空
港機能をサポートし、空港のポテンシャルを十分
に活かす重要な取組であることから、本計画にも
明記した上で、鋭意進めていくことが期待され
る。

【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ 東京および首都圏の物流拠点を高度化・効率
化し、経済活動全般の生産性を向上していくこと
は、国際競争力を強化していく上で重要な要素
になっている。特に都内の城北地域や臨海部等
には、老朽化した物流施設が多く立地しているこ
とから、物流の高度化や効率化に向けて、建替
えや集約化等の再整備、機能更新に対する支
援を拡充していくことが求められる。
・ 圏央道沿線に大規模な物流施設の立地が進
展していることから、圏央道沿線をはじめとした
郊外部の高速道路インターチェンジや幹線道路
付近への立地支援を強化していく必要もある。
首都圏の郊外部に大規模な物流施設の立地を
誘導していくには、用途地域指定や地区計画な
ど都市計画手法による土地の利用変更、土地区
画整理事業等の手法が考えられる他、物流の効
率化や一般道の渋滞対策にも資するスマートイ
ンターチェンジの設置も有効であるため促進して
いくべきである。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（１）③　３）
・ 中心市街地等では、店舗やオフィス等への貨
物車による配送など、多くの物流が集中してい
る。特に、駐車場を持たない建物が集中する地
区では荷さばきスペースや駐車場が慢性的に不
足していることで、貨物車がやむを得ず路上駐
車し配送しなければならないなど、円滑な物流や
配送に支障をきたしているとの声が非常に多
い。従って、中心市街地等における荷さばきス
ペースの確保を推進していく必要がある。加え
て、都市再開発の際には計画段階から円滑な物
流・配送に必要な機能を考慮しておくなど、まち
づくりと連携した対策も重要である。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ 国土交通省で東京圏における今後の都市鉄
道のあり方が議論されているが、東京都が昨年
７月に公表した「広域交通ネットワーク計画」で整
備について優先的に検討すべきと位置付けられ
た路線をはじめ、地元自治体や事業者から要望
が強い路線については、事業を推進するための
課題を整理し、費用対便益を精査するなど整備
に向けた取組を着実に進めるべきである。加え
て、既存の都市鉄道網を活用した連絡線の整備
等により、都市鉄道ネットワークの充実や利便性
の向上を図ることも、東京の国際競争力強化に
有効である。
・ なお、首都圏の鉄道交通における混雑緩和や
安全性の向上、輸送障害の改善に資する取組
は引き続き、推進していく必要がある。加えて、
訪日外国人旅行者の一層の増加や、２０２０年
東京オリンピック・パラリンピックを見据えて、交
通系ＩＣカードの利用エリア拡大、事業者間での
共通利用およびエリア間での相互利用、公共交
通機関における多言語での情報提供、無料公衆
無線ＬＡＮの導入を推進していくことも重要であ
る。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ 人口減少、少子化、高齢化社会では、乗降の
容易性、定時性、速達性、快適性、整備コストな
どの面で優れた特徴を有するなど、人と環境に
やさしい公共交通であるＢＲＴ、ＬＲＴ等高齢者に
も優しい公共交通の重要性は、東京のみならず
全国的にますます高まると思われることから、整
備を促進していくべきである。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ 都内には約１，０６０カ所の踏切があり、交通
事故や交通渋滞、鉄道の輸送障害の一因となっ
ている。第４次社会資本整備重点計画で重点施
策に位置付けられている通り、効率的かつ円滑
で安全・安心な移動環境の実現に向けて、踏切
システムの改善や踏切道の拡幅、連続立体交
差事業を積極的に実施すべきである。
・ 特に、連続立体交差事業は、交通渋滞の解消
や自動車平均走行速度の向上、鉄道の輸送障
害の解消等に大きく寄与するとともに、まちづくり
を促進するなど、高いストック効果が期待できる
ことから、鋭意推進すべきである。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③　３）
・ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック期間
中には、オリンピックレーン（約３１７ｋｍ）、オリン
ピックプライオリティルート（約２９０ｋｍ）が設定さ
れることが招致時の立候補ファイルに記載され
ている。大会期間中は、こうした交通規制が設定
されることから、公共交通の利用促進やパーク
アンドライドなどによる交通モードの転換と合わ
せて、道路交通の平準化や分散化、道路交通需
要の低減に向けた検討を進めていく必要があ
る。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（１）③　３）
・ その際、旅客輸送については、鉄道等の公共
交通が分担し得るが、貨物輸送については困難
な部分があるため、高速道路において貨物車優
先レーンを設けるなど、円滑な貨物輸送の確保
についても検討していく必要がある。大会期間中
の物流対策については、ロンドン大会等の事例
を参考に早期に策定し、広く周知していくことが
肝要である。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 政府は一昨年３月に、南海トラフ地震防災対
策推進基本計画を策定し、その中で、想定され
る死者数約３３万２千人を概ね８割減少、想定さ
れる建築物の全壊棟数を約２５０万棟から概ね５
割減少させる今後１０年間の減災目標を掲げて
いる。
・ また、政府は昨年３月に、南海トラフ地震発生
直後に国や地方公共団体が行う救助活動や物
資輸送の具体的な計画を公表している。
・ 一方、首都直下地震については、最悪の場
合、死者２万３千人、全壊焼失棟数６１万棟、経
済的被害は９５．３兆円と想定されているが、昨
年３月に閣議決定した緊急対策推進基本計画に
おいて、今後１０年間で死者数、全壊・焼失棟数
ともに半減させる目標を掲げている。
・ 南海トラフ地震、首都直下地震ともに、人的・
物的・経済面など経済社会のあらゆる面で国難
とも言うべき甚大な被害が想定されており、発災
すれば国内のみならず国際社会に対しても重大
な影響が及ぶことが懸念されている。
・ 南海トラフ地震、首都直下地震等巨大災害の
被害軽減に向けて、政府の基本計画や本計画、
第４次社会資本整備重点計画等に則り、ハード
面の防災・減災対策を加速していく必要性を強
調すべきである。
【修正ページ】９

○南海トラフ地震については、Ｐ１０　１８行目に記載されている「大規模自然災害等」
に含まれており、ハード面の防災・減災対策についても同様に記載されていることか
ら、原案のとおりとさせていただきます。

○第２章　２．（２）
・ 加えて、計画の実効性を高めるために平時か
らの訓練やＢＣＰ策定、備蓄の促進などのソフト
面の対策にも注力していく必要性も強調すべき
である。
【修正ページ】９

○ソフト面の対策については、Ｐ１０　１９行目のソフト対策に含まれていることから、
原案のとおりとさせていただきます。

○第２章　２．（２）
・ また、防災・減災対策は、その最前線を地方公
共団体が担うことから、国と地方公共団体、地方
公共団体同士の連携強化が必要である旨を盛り
込むべきである。
【修正ページ】９

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

Ｐ１０　１９行目
このため、関東ブロックにおいては、「防災・減災」と一体化した「成長・発展戦略」を展
開し、『有事に役立ち、平時にうれしい』構造を確立していくために首都圏氾濫区域堤
防強化対策等の社会資本整備を推進するなど、首都直下地震、巨大津波、火山の噴
火等の大規模自然災害等に備え、ハード対策とソフト対策の両面を効果的に組み合
わせ、重点化を図りながら防災・減災対策を率先して進め、国と地方公共団体が連携
し、基礎的防災力の強化を図る。
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○第２章　２．（２）
・ 首都圏における災害リスクは地震に限らず、
昨年９月の関東・東北豪雨の際に鬼怒川堤防が
決壊し、甚大な被害が発生したように、雨の降り
方が局地化、集中化、激甚化していることから、
河川の氾濫や土砂災害への対策も喫緊の課題
である。
・ 墨田区や江東区等の海抜ゼロメートル地帯で
は、地震の強い揺れにより排水機場の機能不
全、堤防や水門等の沈下・損壊に伴う浸水被害
が発生する恐れがあり、さらに地震と台風・高潮
等との複合災害になった場合には、浸水域が拡
大・深刻化する懸念もある。
・ 特に、地震や未曾有の大雨等により荒川右岸
の堤防が決壊し氾濫すれば、甚大な被害が発生
することが懸念されている。その際、都内城北・
城東地域を中心に都心部に至るまで広域な浸水
となり、浸水面積は約１１０㎢、浸水区域内人口
は約１２０万人におよび約５０㎢を超える範囲で
２週間以上浸水が継続し、ライフラインが長期に
わたり停止する可能性もあるため、孤立時の生
活環境の維持も極めて困難になることが懸念さ
れている。加えて、東証一部上場企業大手１００
社のうち４２社の企業の本社や、銀行・証券・商
品先物取引業３２社のうち１９社が浸水する可能
性がある他、氾濫水が地下空間へ進入すること
により、地下鉄等が浸水するなど、都心部にお
いても甚大な被害となる可能性がある。
・ 従って、堤防や水門、排水機場等の海岸・河
川管理施設等の整備、耐震化、液状化等の対
策など、首都圏、特に東部低地帯における水害
対策を推進していく必要性を強調すべきである。
【修正ページ】９

○御意見いただきました水害については、Ｐ１０　１７行目　首都圏氾濫区域堤防強化
対策等の社会資本整備に含まれていることから、原案のとおりとさせていただきま
す。

○第２章　２．（２）
・ 防災・減災対策に重要な役割を担うＢＣＰは、
地方公共団体や民間企業における策定率の向
上が課題である。発災時にＢＣＰが有効に機能
すれば、減災に大いに寄与することから、地方
公共団体に対する策定支援や民間企業に対す
るインセンティブ付与の必要性を強調することが
望ましい。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 防災・減災対策には、準天頂衛星システムな
ど最新技術を活用していくことも重要である。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 木密地域等密集市街地は、２０２０年度までに
概ね解消することが政府の首都直下地震緊急
対策推進基本計画や第４次社会資本整備重点
計画、住生活基本計画において明確に位置付け
られていることから、対策を強力に進めていく必
要性を強調すべきである。その際、東京都内に
ついては、東京都の不燃化特区制度に基づく取
組と密に連携を図るべきである。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、Ｐ１０　１８～２０行目に含まれていることか
ら、原案のとおりとさせていただきますが、前段の御意見により一部修正させていただ
きます。

Ｐ１０　１９行目
このため、関東ブロックにおいては、「防災・減災」と一体化した「成長・発展戦略」を展
開し、『有事に役立ち、平時にうれしい』構造を確立していくために首都圏氾濫区域堤
防強化対策等の社会資本整備を推進するなど、首都直下地震、巨大津波、火山の噴
火等の大規模自然災害等に備え、ハード対策とソフト対策の両面を効果的に組み合
わせ、重点化を図りながら防災・減災対策を率先して進め、国と地方公共団体が連携
し、基礎的防災力の強化を図る。

・ 近年の大規模地震時の出火原因の６割以上
が電気に起因することから、電気火災を含めた
防火対策への意識啓発に取り組むとともに、密
集市街地を中心に感震ブレーカーの普及促進策
を検討し、実施していくことが肝要である旨を盛
り込むべきである。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（２）
・ また、木密地域等密集市街地をはじめ土地の
権利関係が複雑な都市部において、地籍調査は
都市再生などまちづくりの推進はもとより、災害
時の境界復元にも極めて有効であるが、２０１３
年度末時点の地籍調査の実施状況は国の全体
平均５１％に対して、東京都は２１．９％の進捗
率であり、区部に限ると９．３％と全体平均から
大きく遅れている。
災害復旧の迅速化に向けて、地籍情報を整備す
ることは極めて重要であるため、地籍調査を一
層推進していくことが必要である。
・ 上記に加えて、電線地中化・無電柱化や帰宅
困難者対策の推進、液状化対策、都市再開発に
よる大街区化を通じた地域防災力の向上に、よ
り一層注力していく必要がある。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 電線地中化・無電柱化は、東京２３区では７％
と海外主要都市と比較して低い状況にあるが、
電線地中化・無電柱化の推進には多額の費用を
要することがネックとなっている。
・ 電線地中化・無電柱化の推進は、発災時の電
線類の被災や電柱の倒壊による道路閉塞を防
止するだけでなく、良好な景観形成や、安全で快
適な通行空間の確保にも寄与するものであり、
第４次社会資本整備重点計画および２０２０年大
会に向けた国土交通省の取組においてもその推
進が明記されている。
・ 従って、緊急輸送道路や、震災時に一般車両
の流入禁止区域の境界となる環状７号線の内
側、都市機能が集積している地域、観光客が多
く訪れる地域等から順次、電線地中化・無電柱
化を推進していくことが求められる。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 地下街については、大規模地震発生時に、利
用者等が混乱状態となることが懸念される。ま
た、天井等の老朽化も進んでいることから、ハー
ド・ソフトからなる地下街の防災・老朽化対策を
推進していく必要がある。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 災害時の人員・物資の緊急輸送ルートを確保
するために、迅速な道路啓開に加え、水路（河
川・運河）や航路、空路も含めた四路啓開体制を
構築していくことが重要である。また、訓練を通じ
て実効性を確保していく必要がある。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（２）
・ 防災・減災対策の推進にあたっては、地震、津
波・高潮、集中豪雨等のみならず、近年活発化し
ている火山活動に対する取組も一層強化してい
く必要がある。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（３）
・ ２０４５年に予定されているリニア中央新幹線
の大阪開業のみならず、２０２７年に予定されて
いる名古屋開業時点におけるメガリージョン形成
のあり方も盛り込むべきである。
【修正ページ】１０

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（４）
・ 本格的な人口減少社会が到来し、世界の都市
間競争が激化する中で、今後も首都圏が持続的
な経済成長を実現し、わが国経済の「牽引役」と
しての役割を果たしていくことが求められてい
る。
・ そのためには、これまでの様々な分野での集
積を十分に活かして、世界から資金、人材、情報
を呼び込み、アジアなど海外の新たな成長を取
り込むことで、東京および首都圏全体の国際競
争力を高めていくことが不可欠である。
・ 一方で、その結果生じてくる様々な効果を地方
に波及させるとともに、それぞれの地方が個性
や資源を活かして地域づくりを進めていくことに
よって「地方創生」を図っていくことが重要であ
る。
・ そのためには、東京と、多様な魅力や資源を
有する圏域内の各地域が連携をさらに深めて、
人、モノ、情報等の双方向の流れを活発化する
ことで、新たな活力や付加価値、イノベーション
を生み出していく圏域構造である「対流型首都
圏」を、社会資本整備事業を通じて構築していく
ことが必要である。
【修正ページ】１１

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（４）
・ 圏央道が整備されたことで、首都圏内の広域
観光をはじめ多岐にわたるストック効果が発現し
ているように、首都圏三環状道路は「対流型首
都圏」の構築に必要不可欠なインフラである。
【修正ページ】１１

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）１）
・ 今後の人口動態の大きな変化を踏まえて、都
市サービスや都市の持続性を確保していくため
に、市街地の拡大や都市機能の拡散を抑制し、
効率的・機能的な市街地へと再編していく必要
がある。そのためには、生活に必要な都市機能
や居住機能を駅周辺等の交通拠点から一定の
地域に集約する地域構造であるコンパクトシティ
の形成を促進していく必要がある。
・ コンパクトシティ化の促進に加えて、各地域が
交通や通信等のネットワークでつながることで、
各種の都市機能に応じた圏域人口を確保してい
くとともに、高次の都市機能については地域間で
分担・連携していく「コンパクト＋ネットワーク」の
考えに沿った国土づくり、まちづくりを、首都圏に
おいても推進していく必要がある。
・ なお、「コンパクト＋ネットワーク」の考えに沿っ
て国土づくりやまちづくりを進めるには、地域の
実態に基づく分かりやすい説明による国民の一
層の理解促進が必要である。
【修正ページ】１１

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）１）
・ わが国の高速道路のインターチェンジは、平
均間隔が約１０㎞と欧米諸国の約２倍もの長さ
があるため利便性が低く、高速道路が有効活用
されない一因になっている。加えて、一般道に渋
滞を引き起こす要因にもなっている。
・ 「コンパクト＋ネットワーク」の推進のみなら
ず、既存の高速道路の利便性向上や交通の円
滑化、一般道の渋滞緩和、活発な経済活動や円
滑な物流の実現など、多岐にわたるストック効果
を発揮するスマートインターチェンジは、費用対
便益を考慮の上、首都圏においても整備を促進
していくべきである。
【修正ページ】１１

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）１）
・ 特に、空港、港湾、物流拠点や工場団地、大
規模商業施設等に直結するスマートインターチェ
ンジの設置についても、積極的に取り組むべき
である。なお、設置について地元から強い要請
がある場合等は、直結対象とする施設選定に公
共性・公平性を確保しつつも、受益者負担での
整備を可能とするスキームを構築していくことが
有効である。
【修正ページ】１１

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○第２章　２．（５）２）
・ わが国では世界のどの国も経験したことがな
い異次元の高齢化が進行しているとともに、障
害者の社会参画の重要性が高まっていることか
ら、高齢者、障害者等の自立と社会参加による
健全で活力ある社会の実現が求められている。
・ 加えて、２０２０年東京オリンピック・パラリン
ピック等の開催に向けて、多くの外国人が来訪
することが予想されている。
・ 従って、２０２０年大会を全ての人々が安心し
て生活・移動できる空間を確保するわが国のま
ちづくりの取組を世界に発信する絶好の機会と
捉え、バリアフリー・ユニバーサルデザインをより
一層推進していく必要がある。
・ さらには、ハード面の取組のみならず、東京商
工会議所が全所的に推進している「声かけ・サ
ポート運動」など、「心のバリアフリー」を促進し
「共助の心」を醸成する取組を通じて、誰もが安
心・安全・快適に暮らし過ごせる地域社会を実現
していく必要もある。
【修正ページ】１１～１２

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）３）
・ 訪日外国人観光客数が今後もさらに増加して
いくことが予想されている中で、美しい景観や良
好な環境の形成は、首都圏に暮らす人々の生活
の質の向上や都市の魅力向上に大いに寄与す
ることから、鋭意推進すべきである。
【修正ページ】１２

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）４）
・ 「首都圏広域地方計画」に記載の通り、首都圏
は全国のＣＯ２排出量の約３割を占めていること
から、地球温暖化対策に注力していく必要があ
る。
【修正ページ】１２

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）５）①
・ 建設投資の減少に伴い、建設業就業者数は
ピーク時（１９９７年）の約７割に減少し、高齢化も
進展している。現場を支える担い手・技能人材を
確保し、次代へ確実に技能を継承していくために
も、女性を含む若年層の建設業への入職を促進
していくことが不可欠である。
・ とりわけ、建設業における女性技能者数を５年
で倍増することを目指して、一昨年８月に官民を
挙げて策定された「もっと女性が活躍できる建設
業行動計画」に則って、女性の登用を促すモデ
ル工事の実施や、トイレ、更衣室の設置など、女
性も働きやすい現場環境の整備により一層注力
していくべきである。
【修正ページ】１２～１３

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（５）５）②
・ 本計画に記載の「工程面」や「技術面」の取組
をはじめとした現場の生産性向上策は人材確保
やより良い職場づくりの面において極めて重要
であるため、推進していく必要がある。また、公
共調達においてこうした取組を促進していくこと
が求められる。
・ トンネルや橋梁等の社会資本のメンテナンス・
維持管理には、「目視」による点検が求められて
いる場合がある。労働力不足が懸念されている
中で、社会資本の効率的・効果的なメンテナン
ス・維持管理に向け、ロボットやセンサー、ドロー
ン等の新技術・新手法の開発・導入を推進する
ための規制緩和の必要性を加えるべきである。
【修正ページ】１３

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。
　 なお、Ｐ１３　２９～３１行目に関連する内容を記載しております。

○第２章　２．（５）５）②
・ 「国土交通省生産性革命プロジェクト第１弾」に
盛り込まれた「本格的なi-Constructionへの転
換」は、「ＩＣＴの全面的な活用」や「規格の標準
化」、「施工時期の標準化」などにより抜本的な
生産性向上を実現する取組である。また、各地
方整備局において「i-Construction推進本部」が
発足したことから、鋭意推進していくべきである。
【修正ページ】１３

○御意見を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

Ｐ１３　３０行目
加えて、今後、我が国の生産年齢人口が総じて減少する中で、社会資本の効果的な
整備を図るためには、人材確保・育成とあわせて、 情報化施工の実施等、i-
Construction（「ＩＣＴ技術の全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期の平準化」）
を推進し、現場の生産性向上に向けた構造改革を徹底する必要がある。
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第３章

○第２章　２．（１）、（２）
以上の取組みは、当地区がその中心的役割を
担う日本経済の牽引役としての機能を更に強化
し、東京の、ひいては日本の国際競争力を高め
るために重要度の高い取組である。一極集中に
よる弊害の是正都の両輪でこれら東京の世界都
市機能強化の取組みを、積極的に推進して頂き
たい。
【修正ページ】８・９

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第２章　２．（１）③２）
　　　　　　 ２．（５）
「コンパクト+ネットワーク」は生活拠点のみなら
ず、都心部のようなビジネス拠点においても必要
となる考え方であり、都心部における「コンパクト
+ネットワーク」化も推進して頂きたい。加えて、コ
ンパクト化した各エリアがその特性を最大限活
かして役割分担すると同時に、役割分担した機
能が競争力を持てるような事業的支援が必要で
ある。
また、コンパクト化を推進し、そのメリットを最大
化する為に、以下の取組みが必要。
－面的まちづくりの推進（エリアマネジメント、面
的エネルギーネットワーク等）
－鉄道駅を中心とした歩行者中心のまちづくり
－既存インフラを最大限活用したまちづくり
－細分化された土地の集約・整形による大街区
化
【修正ページ】９・１１

○国土のグランドデザイン２０５０においては「コンパクト＋ネットワーク」は人口減少
に対応した国土政策を考える上で有効な方策とされており、都心部における考え方を
示しているものではございませんので、原案のとおりとさせていただきます。
　 なお、今後様々な計画において検討の参考としてまいります。

○第２章　２．（２）
災害リスク低減への取組みを正しく、かつ積極的
に「発信」することも、社会資本整備の一環として
推進して頂きたい。
【修正ページ】９

○御意見いただきました内容については、原案のとおりとさせていただきますが、適
切な情報発信に努めてまいります。

○第２章　２．（３）
リニア中央新幹線の東京駅延伸についてご検討
頂きたい。
【修正ページ】１０

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す。

○中部横断自動車道((仮称)八千穂IC～佐久南
IC)(長野県佐久市)を（長野県佐久穂町～佐久
市）に修正願いたい。
　【修正ページ】１５・３８・４８

○御意見のとおり修正させていただきます。

関東ブロックにお
ける社会資本整備
の重点目標

○荒川中流部改修事業について選択と集中の
主要取組に追記願いたい。
　【修正ページ】２０

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということではな
く、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○「連続立体交差事業(京王線(笹塚〜仙川))(東
京都)」について関東ブロックにおける社会資本
整備重点計画から削除されるべき
　【修正ページ】２８・４９

○ 昨年２月にダイヤが改正されておりますが、事業区間の２５箇所の踏切は依然とし
て、ピーク時１時間あたり遮断時間が４０分以上の「開かずの踏切」となっており、本
事業の必要性は変わりありません。
　　本事業は、井ノ頭通りなど２５箇所の踏切をなくすことにより、交通渋滞や踏切事
故を解消するとともに、鉄道により分断されていた地域の一体化が図られ、地域の活
性化にも資する極めて効果の高い事業です。
　　また、本原案は、平成２７年９月に策定された社会資本整備重点計画（以下、重点
計画）に基づき作成されており、重点計画では渋滞の解消や踏切事故防止のため、
連続立体交差事業を推進するとあります。
以上により、原案のとおりとさせていただきます。

○「国道３５７号多摩川トンネルの整備（Ｈ２７年
度　地質調査中）」を追記されたい
　【修正ページ】３４

○御意見を踏まえて下記のとおり修正させていただきます。
＜完成時期未定＞
【一般国道357号　東京湾岸道路（多摩川トンネル）（東京都大田区～神奈川県川崎
市）(Ｈ27年度 測量設計中)】

○重点施策である「首都圏空港の機能強化（羽
田空港における飛行経路見直し等）」について
は、騒音影響に関する情報提供や区民への丁
寧な説明、また安全の確保や環境影響に配慮し
た方策等の検討などを求めます。
　【修正ページ】３３・３４・３５

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○一般国道４号　東埼玉道路（八潮市八條～庄
和ＩＣ）　（Ｈ２７年度　用地取得中）の追加をお願
いしたい
【修正ページ】１６・２８・３４・３８・４２

○御意見を踏まえて下記のとおり修正させていただきます。
御意見頂きましたが、事業掲載にあたり、プロジェクトの記載箇所については、プロ
ジェクトの内容等を踏まえ、１－４のみ掲載とさせて頂きました。

＜完成時期未定＞
【一般国道４号　東埼玉道路（吉川市川藤～春日部市水角）
（埼玉県吉川市～春日部市） (Ｈ27年度 用地取得中)】
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○一級河川中川・綾瀬川流域では、関東・東北
豪雨において、３千戸を超える浸水被害が出て
おります。現在、実施していただいている、中川
の無堤防部や堤防高の不足している箇所にお
ける築堤の整備について、計画への位置づけを
お願いします。
【修正ページ】１９

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○重点施策の対象を既存施設だけに限定する
のではなく、PFI事業のように設計段階から維持
管理・運営段階までを一体とした新設事業に対し
ても範囲の拡大を求める。
また、これらの事業に対しては、維持管理・運営
段階からの交付ではなく、建設段階から交付で
きるよう改善を求める。
【修正ページ】３０

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○相模川河川改修事業 須賀地区築堤(神奈川
県茅ケ崎市)を（神奈川県平塚市、茅ヶ崎市）に
修正願いたい。
　【修正ページ】２０

○御意見のとおり修正させていただきます。

○■海岸浸食対策に横須賀港（野比地区）海岸
浸食対策事業を加えて頂きたい。
　【修正ページ】２１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○■海岸高潮対策を新規項目立てし、横須賀港
（大津地区）海岸高潮対策事業を加えて頂きた
い。
　【修正ページ】２１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○重点目標１災害特性や地域の脆弱性に応じて
災害等のリスクを低減するプロジェクト１－１：切
迫する首都直下地震・津波や大規模噴火等に対
するリスクの低減」の重点施策の１番目に、
「・・・、公共土木施設、公共施設の耐震化、密集
市街地の環境整備等の地震対策や・・・」と下線
部分を追記していただきたい。
【修正ページ】１４

○プロジェクトの構成が「課題と目指す姿」「重点施策」「代表的な指標」「主要取組」に
関連性を持たせております。
　御意見頂きました、密集市街地の環境整備については、指標や主要取組に位置付
けていないことから、重点施策に「等」を追記することでで読み取るものとし、原案のと
おりとさせていただきます。

・切迫する首都直下地震等に備え、公共土木施設、公共施設の耐震化等の地震対策
やBCPの策定及び帰宅困難者対策等のハード・ソフト両面での地震対策を推進す
る。

○重点目標４：人口減少・高齢化等に対応した
持続可能な地域社会を形成するプロジェクト４－
１：地域生活サービスの維持・向上を図るコンパ
クトシティの形成等」の重点施策の１番目に、
「・・・地域の生活サービス向上に資する、まちづ
くりと一体的に行う鉄道駅の総合的な改善事業
や、駅周辺における市街地開発事業等を通じて
都市機能を集約し、まちの拠点整備を推進す
る。」と下線部分を追記していただきたい。
【修正ページ】４１

○プロジェクトの構成が「課題と目指す姿」「重点施策」「代表的な指標」「主要取組」に
関連性を持たせております。
　御意見頂きました、駅周辺における市街地開発事業については、指標や主要取組
に位置付けていないことから、重点施策に「等」を追記することで読み取るものとし、
原案のとおりとさせていただきます。

・地域の活力を維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を確保し、高齢者が
安心して暮らせるよう、地域公共交通と連携して、コンパクトなまちづくりを進めるため
に不可欠な道路網の整備を推進するほか、地域の生活サービス向上に資する、まち
づくりと一体的に行う鉄道駅の総合的な改善事業等を推進する。

○「指標」欄の「・河川を軸とした多様な生物の生
息・生育環境を保全・再生する生態系ネットワー
ク形成に向けた取組」の（広域的な生態系ネット
ワークの構築に向けた協議会の設置及び方針・
目標の決定）について、協議会の構成及び主体
となる者の考えを示してほしい。
【修正ページ】４６

○広域的な生態系ネットワーク構築に向け、平成25年度に国や自治体、有識者、
NPO等の多様な主体が参加する「関東エコロジカルネットワーク推進協議会」が設立
され、議論を進めているところです。
　 平成27年3月には基本構想（関東地域におけるコウノトリ・トキを指標とした生態系
ネットワーク基本構想）を取りまとめており、基本方針や基本理念及び、目標等を記載
しております。
   上記の基本構想や協議会規約・名簿等につきましては、関東地方整備局HPに掲
載しておりますので、ご確認ください。
   http://www.ktr.mlit.go.jp/river/chiiki/river_chiiki00000035.html

○【都市計画道路の整備((都)越谷吉川線)(埼玉
県越谷市・吉川市)(Ｈ２７ 年度 工事中)】
　当該事業は埼玉県において現在事業を進めて
おり、平成３１ 年度末の完成予定と伺っておりま
す。本計画では、完成時期未定となっております
ので、完成予定時期の明記をお願いします。
【修正ページ】４２

○完成時期については現段階の見通しを踏まえ記載をしており、原案の通りとさせて
いただきます。なお、早期のストック効果の発現に向け、計画の実施にあたり、適切に
対処してまいります。

○中川中流部右岸区間の河川改修事業
当該事業は現在国において施工中であります
が、本計画では位置付けがないため、完成時期
を含めて計画の明記をお願いします。
【修正ページ】２０

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○中川中流部右岸区間の新方川合流部の水門
整備事業
現在、未着手でありますが、本計画による位置
付けをお願いしたい。
【修正ページ】２１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す。
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○八潮排水機場の排水能力の増強
現在、未着手でありますが、本計画による位置
付けをお願いしたい。
【修正ページ】２１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す。

○金杉放水路建設事業の早期着手
現在、未着手でありますが、本計画による位置
付けをお願いしたい。
【修正ページ】２１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す。

○首都圏外郭放水路建設事業の延伸
現在、未着手でありますが、本計画による位置
付けをお願いしたい。
【修正ページ】２１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す。

○表内の園路等の公共施設のバリアフリー化だ
けでなく、高齢者向け施設や幼児用施設の整備
についても重点施策とするべきである。

【修正ページ】４４

○御意見いただきました、重点施策への高齢者向け施設や幼児施設の整備を追記
することについては、重点施策を全国計画から踏襲していることから、原案のとおりと
させていただきます。

○国・地方を合わせたＬＥＤ化（街路灯など）を推
進することによる温室効果ガスの削減もできるの
ではないか。

【修正ページ】４８

○重点施策に下記の項目を追記させていただきます。

・平成２７年１２月にCOP２１で採択されたパリ協定に定められた温室効果ガスの削減
目標の実現を目指し関係する対策を推進する。

○ 「・防災拠点へのアクセス向上に寄与する路
線の整備を推進する。」を追記
【修正ページ】１４

○重点施策に、「・切迫する首都直下地震等に備え、公共土木施設、公共施設の耐
震化等の地震対策やBCPの策定及び帰宅困難者対策等のハード・ソフト両面での地
震対策を推進する。」内の「等」に御意見のありました「防災拠点へのアクセス向上に
寄与する路線」も含まれるため、原案のとおりとさせていただきます。

○  「・・・鉄道駅の総合的な改善事業 をの推進
 する」の後ろに「や鉄軌道ネットワークの構築・強
化を推進する」を追記
【修正ページ】４１

○御意見のとおり修正させていただきます。

○重点施策(土砂災害対策)土砂災害警戒区域
について
土砂災害警戒区域の対応については、危険な区
域の明示を主眼に施策を掲げているが、明示だ
けではなく、根本的な対策についても施策に盛り
込んでいただきたい。
【修正ページ】２３

○御意見いただきました、重点施策への根本的な対策については、重点施策を全国
計画から踏襲していることから、原案のとおりとさせていただきます。

○ 【二子橋上流堤防整備（東京都世田谷区）（H
２７ 年度 推進中）】を追記する。
【修正ページ】２０

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○【一般国道２４６ 号（指定区間外）二子橋 架替
（東京都世田谷区等）】を追記する
【修正ページ】３４

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○（東京都等による）【多摩川下流域一般道路橋
架橋（東京都世田谷区等）（H２７ 年度 都放射３
号架橋延伸１橋事業化準備中）】を追記する。
【修正ページ】３４

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○【東京外かく環状道路(東名以南)整備計画策
定（東京都等）（H２７ 年度協議開始）】を追記す
る。
【修正ページ】３４

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す

○【東名高速道路東京IC 接続の広域幹線道路
の交通改善（東京都世田谷区）】を追記する。
【修正ページ】４９

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○（国による）【東京外かく環状道路(関越～東
名)JCT 周辺の環境・交通対策（東京都世田谷
区等）】を追記する。
【修正ページ】４５

○御意見いただきました周辺対策は、現在記載の「東京外かく環状道路（関越から東
名）」事業に含まれるため、原案のとおりとさせていただきます。

○「美しい景観・良好な環境の形成と水循環の
維持又は回復のために、都市公園の整備及び
緑地の保全・創出を推進する。」を追記する。
【修正ページ】４５

○御意見の内容を踏まえ、下記のとおり修正させていただきます。

・地域の特性にふさわしい良好な景観形成のための無電柱化や都市公園の整備及
び緑地保全等を推進する。
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○「■美しい景観・良好な環境形成」を追記し、
主要取組にふさわしい、美しい景観・良好な環境
形成に寄与する公園や緑地整備の取組（世田谷
区例：上用賀公園の整備(東京都世田谷区)(H２
７ 年度 工事中)〔H３４ 年度 完成〕）を追記する。
【修正ページ】４６

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○主要取組にふさわしい、温室効果ガスの削減
に寄与する公園や緑地整備の取組（世田谷区
例：玉川台二丁目緑地の整備(東京都世田谷
区)(H２７ 年度 用地取得)〔H２８ 年度 完成〕）を
追記する。
【修正ページ】４８

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○【東京外かく環状道路(千葉県区間)(H２７年度
工事中)〔H２９年度完成〕】
・H２９.８に物流施設の完成が目標とされるなど、
沿道整備が進められている。
正しくはH２８.８である。
【修正ページ】３５・３９

○御意見のとおり修正させていただきます。

○適切に維持管理・更新（メンテナンス）を行うた
めには、メンテナンス費用の増加や現場の担い
手・技能人材の安定的な確保・育成等が、大き
な課題となっている。
今後も維持管理費用の増大が懸念されるため、
都市計画税の用途の拡充など、実行計画の裏
付けとなる財源確保も検討してほしい。
【修正ページ】３０

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○【八ッ場ダム建設事業(群馬県長野原町)
地域の自然や歴史、文化に根ざした魅力・個性
あふれるまちの形成、水と緑豊かで１ ９ 良好な
都市環境の形成により、世界に誇れる日本の美
しい景観・良好な環境の形成を図る。また、２ ０
生物多様性が充実し、健全な水循環が確保さ
れ、その恵沢が将来にわたって享受できる社会
を実２ １ 現する。
と 【八ッ場ダム建設事業(群馬県長野原町) ３ ７
(Ｈ２７年度 工事中)〔Ｈ３１年度 完成〕】 ３ ８ は
相いれない。即刻中止し、重要景観河川、として
指定し、周辺の生物多様性も存続すべきであ
る。ダムが治水上役に立たないばかりか、水を
貯めることによる造成地の危険性、白根、浅間
火山噴火時の危険性が増大し、また飲用水とし
ての危険性有害性も増大する。今後人口減少、
海外からの観光需要、日本を代表する火山とそ
れに続く渓谷美を将来にわたり、残す知恵を社
会資本整備計画で示すべきである。八ッ場ダム
予定地での文化庁の特別名勝、天然記念物を
外すなどは、社会資本重点施策として全くふさわ
しくない。
　本来社会資本整備計画とは、残すべき自然、
文化、景観などすべて含めたものにすべきであ
り、環境省、文化庁、農林水産省、発電などの通
産省などと合同で、国民の意思の元に立案すべ
きものではないのか。すべてのダム計画は河川
整備基本計画などに基づいているが、森林の整
備などもっと治水、利水に有効な手立てもあるは
ずである。水循環計画の策定をまずは行い、ダ
ムありきのフルプランなどの凍結を要求する。
【修正ページ】１１・２０・２３

○吾妻川には、国指定名勝の吾妻峡があり、特に景観・観光の面で景勝地として親し
まれています。吾妻川の代表的な河川景観を有する場所や人と河川の関わりの深い
場所において、渇水時でも良好な景観の維持・形成に資するために必要な流量が流
れていることは重要なことと考えています。

　「八ッ場ダム建設事業の検証に係る検討」においては、流水の正常な機能の維持の
観点から、目的別の総合評価を行った結果、八ッ場ダムによる利水放流を考慮する
場合は最も有利な案はダム案となり、これらを踏まえ、八ッ場ダム建設事業について
は「継続」することが妥当と判断されています。

○地球温暖化対策等の推進では、代表的な指
標として、「下水汚泥エネルギー化率」のみが頭
出しされているが、主要取組の中で道路工事に
関する事業が多く見受けられるので、工事に街
路灯のＬＥＤ化等含まれるのであれば国道のＬＥ
Ｄ化率として、指標をあげるのはいかがでしょう
か。
【修正ページ】４８

○御意見を踏まえ、重点施策に下記の項目を追記させていただきます。

・平成２７年１２月にCOP２１で採択されたパリ協定に定められた温室効果ガスの削減
目標の実現を目指し関係する対策を推進する。
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○主要取組の事項として、【都市再生整備計画
事業（もしくは都市再構築戦略事業）（小田原駅
周辺地区）（神奈川県小田原市）（H２７年度工事
中）（H３１年度完成）】を組み込んで頂きたい。
【修正ページ】４１

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○完成時期未定」とされる事業は一旦凍結し、
必要性を厳密に評価し見直すべきです。
【修正ページ】１４～４９

○完成時期未定としている事業については、完成時期が明確化となった場合に公表
する他、第４章　１）（Ｐ５０）に記載の、事業の効率性、透明性の向上に向けた事業評
価の実施を進めてまいります。

○６行目に事前の記載はあるが、「事後」の記載
を加えた方がよい。
【修正ページ】２４

○災害の発災前から、各主体が迅速で的確な対応をとるためには、いつ、だれが、ど
のように、何をするかをあらかじめ明確にしておくとともに、それぞれ他の主体がどの
ような対応をとるのかを把握しておくことが最も重要となることから、このような記載と
なっています。

○２６行目の指標に、ハザードマップ策定数の指
標を加えた方がよい。
【修正ページ】２４

○ハザードマップに関する指標のうち、最大クラスの津波・高潮に対応したハザード
マップの作成・公表および火山・砂防ハザードマップの整備については、「プロジェクト
１－１：切迫する首都直下地震・津波や大規模噴火等に対するリスクの低減」に、最
大クラスの洪水・内水に対応したハザードマップの作成・公表および土砂災害ハザー
ドマップの作成・公表については、「プロジェクト１－２：関東・東北豪雨等激甚化する
気象災害に対するリスクの低減」に記載されています。

○２６行目の指標に、石油エネルギー離れする
中で、汚泥処理から生まれる水素やメタン等の
新たなエネルギーの発掘の指標を加えた方がよ
い。
【修正ページ】４８

○指標については、全国計画（H２７.９.１８閣議決定）の中より、地方ブロックでの切り
分け可能な指標を記載しておりますので、原案のとおりとさせていただきます。

○一般国道１８号バイパス（坂城～更埴）は、地
域の交通安全確保、産業振興のための重要路
線であるので、重点計画に入れていただきたい。
【修正ページ】２８・３８

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
   本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画の実施にあたり参考とさせていただきます。

○「関東・東北豪雨等激甚化する気象災害に対
するリスクの低減」では、激甚化する気象災害の
うち主として豪雨による土砂災害に重点的にウェ
イトが置かれているものと思われる。
しかし、近年の気象災害では、長野群馬県境に
おいてこれまでにない豪雪災害により数日間に
及ぶ交通遮断が発生しているところであるため、
国道１８号、１４６号等の関東ブロックに接続する
国道に対する豪雨以外の自然災害対策にも着
眼していただきたいところである。

【修正ページ】１９

○プロジェクト１－２は、昨年９月に発生した「平成２７年９月関東・東北豪雨」を踏まえ
て、水害対策に特化しております。
　雪害対策等の水害対策以外の災害については、記載が不十分でありますが、適切
な維持管理を実施してまいります。

○東京圏への一極集中を問題視しリスクを認識
しているのなら、首都機能や企業について移転
を推進していく事業があっても良いのではない
か。

【修正ページ】１・７

○本計画の主要取組に記載する事業は、「社会資本整備重点計画法」に、道路・交
通安全施設・鉄道・港湾・航路標識・公園・緑地・下水道・河川・砂防・地すべり・急傾
斜地及び海岸ならびにこれら事業と一体となってその効果を増大させるための実施さ
れる事務又事業。と位置付けられております。
　首都機能や企業の移転については、上記の社会資本整備に関する内容で無いた
め、原案のとおりとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】首都直下地震の人的被害
（死者）、建物被害（全壊・焼失）に関する今後５
年間の減災目標
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】地震時に著しく危険な密集
市街地の２０２０年度までの概ね解消
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】今後５年間の密集市街地に
おける感震ブレーカーの普及率
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。
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○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】市街地等の幹線道路の無
電柱化率
【修正ページ】１４

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】地籍調査の実施率
【修正ページ】１４

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】２０２０年までに住宅の耐震
化率９５％、多数の者が利用する建築物の耐震
化率９５％を目指すこと
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】都市再生安全確保計画およ
びエリア防災計画を策定した地域数（２０１４年
度１０地域→２０１８年度３３地域）
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】地方公共団体におけるＢＣＰ
の策定率
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】上水道施設や管路の耐震
化に関する目標
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－１
【ＫＰＩ２】南海トラフ巨大地震・首都直下地震等の
大規模地震が想定されている地域等における河
川堤防・海岸堤防等の整備率および水門・樋門
等の耐震化率
・ 【ＫＰＩの上方修正】河川堤防、水門・樋門等の
ＫＰＩ達成率を上方修正
【修正ページ】１４

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－３
【ＫＰＩ９】ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥと連携し訓練を実施した
都件数
目標年次の前倒し
【修正ページ】２４

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト１－４
・ 【追加すべきＫＰＩ】「開かずの踏切」等による渋
滞の解消、踏切事故防止のための連続立体交
差事業等の推進
【修正ページ】２７

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト１－４
・ 【追加すべきＫＰＩ】ホームドアの整備駅数
【修正ページ】２７

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト２－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】個別施設計画における維持
管理・更新等に係るコストの算定率
【修正ページ】３０

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト２－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】地方公共団体における維持
管理・更新体制に関する指標
【修正ページ】３０

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト３－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】首都圏空港の国際線就航
都市数
【修正ページ】３３

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

21 / 24 ページ



○第３章　プロジェクト３－１
【ＫＰＩ１５】三大都市圏環状道路整備率（首都圏）
・ 【ＫＰＩの上方修正】２０２０年度における整備率
を約８６％とすること
【修正ページ】３３

○現在公表している、平成３２年度までの開通予定区間の延長を踏まえて設定してお
り、原案通り８２％とさせていただきます。

○第３章　プロジェクト３－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】東京外かく環状道路（関越
～東名）の２０２０年度までの完成
【修正ページ】３３

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト３－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】東京外かく環状道路（東名
高速～湾岸道路）の早期計画具体化に向けた目
標年次
【修正ページ】３３

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト３－２
・ 【追加すべきＫＰＩ】道路による都市間速達性の
確保率、海上貨物輸送コスト低減効果に関する
指標
【修正ページ】３７

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト３－２
・ 【追加すべきＫＰＩ】クルーズ船で入国する外国
人旅客数、地域の拠点空港等の機能強化、ＬＣ
Ｃの就航促進に関する指標
【修正ページ】３７

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト４－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】立地適正化計画を作成する
市町村数
【修正ページ】４１

○厳しい財政制約の下、優先度と時間軸を考慮した選択と集中の徹底を図りつつ取
り組むべき重点施策等について記述しており、計画の実施にあたり適切に対処してま
いります。

○第３章　プロジェクト４－１
・ 【追加すべきＫＰＩ】高齢者支援施設、障害者施
設、子育て支援施設等を併設している公営住宅
団地の割合に関する指標
【修正ページ】４１

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト４－２
・ 【追加すべきＫＰＩ】不特定多数の者等が利用
する一定の建築物のバリアフリー化率に関する
指標
【修正ページ】４３

○全国的な施策として目標を設定している等から、原案の通りとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト４－３
・ 【追加すべきＫＰＩ】市街地等の幹線道路の無
電柱化率【再掲】
【修正ページ】４５

○全国重点計画の数値に対して、地方ブロックでの切り分けが困難であることから、
原案のとおりとさせていただきます。今後様々な計画等において検討の参考とさせて
頂きます。

○第３章　プロジェクト４－４
・ 【追加すべきＫＰＩ】低炭素都市づくりの推進、
交通渋滞を緩和する対策、モーダルシフトに関
する指標
【修正ページ】４８

○全国重点計画の数値に対して、地方ブロックでの切り分けが困難であることから、
原案のとおりとさせていただきます。今後様々な計画等において検討の参考とさせて
頂きます。

○第３章　プロジェクト１－１、１－２、３－１
１－１「主要駅周辺等における帰宅困難者対策
の推進」
１－１「…ハード・ソフトからなる地下街の防災対
策を推進」
１－２「地下空間の浸水防止・避難確保対策の
推進」
３－１「…都市開発プロジェクトの促進に必要と
なるインフラ整備等の推進…」
以上の取組みは、当地区がその中心的役割を
担う日本経済の牽引役としての機能を更に強化
し、東京の、ひいては日本の国際競争力を高め
るために重要度の高い取組である。一極集中に
よる弊害の是正都の両輪でこれら東京の世界都
市機能強化の取組みを、積極的に推進して頂き
たい。
【修正ページ】１７・２２・３４

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。
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○御意見いただきました内容については、Ｐ４３　７～８行目の記載に含んでおり、今
後様々な計画等において検討の参考とさせて頂きます。

○第３章　プロジェクト３－１
地域の賑わい・交流の場の創出を目的とした「官
民連携による道路・公園等のオープン化」「交通
量の減少した車道空間の積極的なリノベーショ
ン」を重点施策に加えて頂きたい。
また、道路・公園等の地域の賑わいや交流の場
としての活用は、成熟都市に相応しい道路空間
を創出するための重要な取組であることから、
「地域の賑わいや交流の場の創出」を社会資本
整備の基本戦略(p.８/２０行目～)に位置付けて
頂きたい。
【修正ページ】３３

○御意見いただきました地域の賑わい・交流の場の創出については、Ｐ３７　１８～１
９行目　「３－２」の重点施策に記載しています。また、地域の賑わいや交流の場の創
出を基本戦略に位置付けることについては、P１１ １１～１２行目「対流型首都圏」の
記載に含まれるものと考えますので、原案のとおりとさせていただきます。

○第３章　プロジェクト３－１
都心部から、２４時間運用されている羽田空港
へのアクセスが２４時間化されるインフラ整備を
推進して頂きたい。(複数手段の組合せによる
「実質」２４時間化も考えられる)
【修正ページ】３３

○御意見いただきました内容については、御意見として承りました。今後様々な計画
等において検討の参考とさせて頂きます。

○第３章　プロジェクト４－１
東京オリパラに向けて世界に誇れる美しい都心
を創出するため、都心部等の老朽化した合流式
下水道管の再構築事業を推進して頂きたい。
【修正ページ】４２

○御意見いただきました老朽化した合流式下水道管の再構築については、P３０「プロ
ジェクト２-１」の主要取組として記載しておりますので原案のとおりとさせていただきま
す。

○第３章　プロジェクト３－１
国際競争力向上に資する都市再生プロジェクト
が連坦する地域（特定都市再生緊急整備地域）
での交通利便性の向上を図るべき。
【修正ページ】３３

○P３３ ８～１１行目に同様の内容が記載されているため、原案のとおりとさせていた
だきます。

○第３章　プロジェクト３－１
首都圏空港の機能強化と合わせ、首都圏空港
へのアクセス強化にも取り組むべきです。
東京外かく環状道路の延伸（東名ＪＣＴ～羽田空
港）や、都心部や国際競争力強化に資する都市
再生プロジェクトの連坦する地域と羽田空港・成
田空港との間の交通利便性の強化（鉄道ネット
ワーク等）についてご検討頂きたい。
【修正ページ】３３

○主要取組の記載にあたっては、重点目標等を達成するために必要で、代表性があ
る取組を記載しておりますので、原案のとおりといたします。
　 本計画に記載が無いことをもって、計画期間内に取組を実施しないということでは
なく、計画策定後に新たに行われるものも含め、計画の着実な推進を図って参りま
す。

○第３章　プロジェクト４－２
「高齢者、障害者や、子育て世代など、全ての
人々が安心して生活・移動できる環境」の実現に
は、都市公園や道路等のバリアフリー化に加
え、公共交通　　サービスの更なる充実や、交通
結節点となる駅での乗換動線のスムーズ化・
バリアフリー化を図るべきであり、課題と目指す
姿への盛り込みを検討頂きたい。
また、高齢者等の移動を円滑にする自動運転車
や搭乗型移動支援ロボットについて、国家戦略
特区などを活用し、公道での実証実験を行うこと
を検討頂きたい。
【修正ページ】４３
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第４章

○第３章　プロジェクト３－１
「特定都市再生緊急整備地域における国際競争
力強化に資する都市開発事業」の具体例とし
て、高機能オフィスや住宅、文化・交流施設、大
学・研究施設、宿泊施設などの多様な機能集積
の促進などの例示をご検討頂きたい。
また、災害時にも業務・居住機能、経済機能を維
持するために、最先端・最高水準の制振・免震
性能、非常用電源設備等を備えた建築物と備蓄
倉庫や避難スペースを整備する防災性の向上
に特に資する都市再生事業について、税制優遇
等の支援措置により促進すべきと考えます。

【修正ページ】３３

「特定都市再生緊急整備地域における国際競争力強化に資する都市開発事業」の具
体例については、主要取組に代表事例がないことから、原案のとおりとさせていただ
きますが、御意見として承りました。
また、税制優遇等の支援措置についても、今後様々な計画等において検討の参考と
してまいります。

計画を推進するた
めの方策
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